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ビジネス日本語教育における 
Project-Based Learningの概観

作田　奈苗・寅丸　真澄 * 

1. はじめに

近年、日本企業では、社会情勢を反映して外国人留学生を社員として採用する意欲が高い状

況が続いている（例えば、DISCO 2014）。これを受けて大学などの高等教育機関において、留

学生に対する就職支援に力を入れる動きが活発化していると言われる（日本漢字能力検定協会 
2012）。留学生の就職支援に関しては一般の日本人学生と違い、日本語教育が関わる部分が多く、

それはビジネス日本語という科目の中で行われるのが一般的である。このビジネス日本語教育

では、2010年代ごろから「Project-Based Learning」という方法に基づいた教材が開発され、この

方法による授業実践の報告が見られるようになってきた。
Project-Based Learningとは、簡単に言えば、生徒または学生がプロジェクトを遂行すること

を通して学ぶというものである。やはり2010年代ごろから教育現場に広げられつつあるアク

ティブラーニングの具体的な教育手法の１つでもある（後述　3-2）。

一方、語学教育の分野ではプロジェクトを通した学習は早くから行われており、日本語教育

においてもコミュニカティブ・アプローチが広まった1990年代にはすでに、特別ではない授

業実践として実施されるようになっていた。

しかし、Project-Based Learningが特にビジネス日本語教育で採用される経緯についてはこれ

まで特に説明はなされていない。そもそも、Project-Based Learningとは、どのような思想的背

景をもとに生み出され、どのように広がってきたのだろうか。

本稿では、まず、Project-Based Learningの思想的背景と歴史を簡単に辿り、次に、教育一般、

及び、語学教育の中での位置付けを確認する。そして、最後に、どのような流れでビジネス日

本語教育においてProject-Based Learningが用いられるようになっているのかを概観する。

なお、この学習方法は、時代、言語、分野、または、研究者によって様々な呼称が用いられ

る。日本語では「プロジェクト活動」、「プロジェクト授業」、「課題解決型学習」など様々に呼ば

れ、英語でも「Project-Based Instruction」などと呼ばれることもある。本稿でも、引用などでは

それぞれの分野や研究者の用いる呼称を用いている。それ以外の場合は、現在、英語圏では

「Project-Based Learning」が関連書籍や論文などで用いられていることが多いことから、特別な
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理由がない限り、以後、Project-Based Learning、略して「PBL」と呼ぶことにする。

2. PBLの歴史と思想的背景

2-1. プロジェクト・メソッド
PBLの思想的な根拠は20世紀初頭のデューイの進歩主義教育運動に求められるのが一般的

である。ただし、デューイ以前にすでにアメリカにおいてプロジェクトを通した教育実践は行

われていた（Beckett 2006）。Knoll（1997）によれば、その源流はヨーロッパの建築アカデミー

にあり、アメリカに最初に導入されたのも手工業の訓練においてである。デューイの「プロジェ

クト活動」はこのような実践を批判的に応用したものとされる。

デューイの教育論では「learning by doing」という言葉に表される経験を重視する考えがよく

知られており、プロジェクトを通した学習もその一環だが、上述の通りこの手法自体はデュー

イが新しく考え出したものではない。デューイの「プロジェクト活動」を特徴づけるものの一

つとしては、「反省的思考」があるとして、田中・橋本（2012, p.4）は次のように述べている。

デューイは知識が頭の中にただ蓄積されることではなく、知識技能がよりよい生き方を求

める実際の生活や体験学習における「問題解決（課題達成）」の過程において反省的に活用

されること、つまり「生きて働くこと」を重視した。

このような教育実践を発展させ、「プロジェクト・メソッド」と名付けたのはデューイの弟

子、キルパトリックであった。
Kilpatrick(1918)は、プロジェクトは生活を価値あるものとして成り立たせるための目的的な

行為を遂行することとし、「全精神を打ち込んで状態の統一ある構えは、内面的・本源的なも

のと結合して、当面の問題解決に関係のあるとみられるありとあらゆるものを有効に活用」し、

「そこに複雑に連合された思考は、精神的な所有物として永久に残存するだろう（引用はキルパ

トリック 1967, pp.31-32）」として、プロジェクト活動による学習の有効性を述べている。

「プロジェクト・メソッド」はキルパトリックによって大いに広まった。しかし、デューイの

批判を受けたことなどにより、「プロジェクト・メソッド」は1930年代には勢いが衰えたと言わ

れる（Knoll 1997）。

2-2. ヨーロッパのプロジェクト授業

「プロジェクト・メソッド」は世界に広がったが、グードヨンス（2005）や渡邉（2006）によれば、

ドイツでの経緯は以下の通りである。ドイツでは特に1960年代末以後に隆盛を迎え、「プロジェ

クト・メソッド」のルネッサンスと呼ばれた。当初、プロジェクトによる授業は教科授業のオ

ルタナティブとして「プロジェクト週間」などのように別に行われていた。しかし、このため

に本筋の教科の学習とは別の遊びの時間のように位置付けられるようになってしまった。この
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問題を解決するため、教科授業にプロジェクトを取り入れることが構想された。1980年代後

半以後、この問題に取り組んだのはグードヨンスであるという。

グードヨンス（2005）は、近代化に伴う住環境の変化や電子メディアの隆盛によって学校の機

能が脱現実化されているとし、直接的な経験が間接経験に置き換わっていく時代に対応し、「生

徒たちを再びいっそう能動化させ、動機付け、学習する喜びを高める」ための「行為する授業」

を提唱した。そして、その授業の中心となるプロジェクトは、「学校の中に生活を取り入れよ

うとするだけでなく、部分的には『生活それ自体の中で』行われる」とし、次のようにその特徴

をあげて詳細に論じている。

特徴１：状況に関連づけること

特徴２：参加者の興味に沿うこと

特徴３：実践の社会的関連性

特徴４：目標志向的なプロジェクトのプランニング

特徴５：自主的組織化と自己責任

特徴６：多くの感覚を取り入れること

特徴７：社会的な学習

特徴８：作品志向

特徴９：学際性

特徴10：プロジェクト授業の限界

このようなグードヨンスの授業について、渡邉（2006, p.187）は次のようにまとめている。

すなわち、ここでは，まず、一つの教科の観点に狭められた課題ではなく、現実の生活の

「状況」にかかわり合い、直接に地域の発展に入り込んで実際に何かを変えることができ

るような問題状況を、教師と生徒の興味に即して合意をとりながら選択することが求めら

れている。さらに，その問題の解決や目標達成のために、教師と生徒が共同で計画し、自

己責任を持ってプロジェクトを実行すること、生徒相互、あるいは教師とのコミュニケー

ションをとりながら、演技や展示品づくりなどの多様な感覚を取り入れた活動を行うこと、

そして，達成された問題解決を、舞台や展覧会での作品，あるいは実際の学校秩序の改善

といった作品にまとめ、多くの教科の観点から検証することが、グードヨンスの目指すプ

ロジェクト授業なのである。

ヨーロッパのプロジェクトによる授業では、フィンランドもよく知られている。田中・橋本

（2012）は、フィンランドの教育が世界的な評価を得た秘訣はプロジェクト型の授業が定着して

いることとし、現地での観察をもとに、フィンランドの教育的伝統との関係などを論考してい

る。
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2-3. Project-Based Learning

プロジェクトを通した学習は、現在、教育の現場では特に思想的根拠を参照されることもな

いほど普及し、世界の多くの地域で、そして、幼稚園から大学院まで様々な段階や種類の教育

機関で、実施されている。そのため、その実践の状況も多様である。Thomas(2000 pp.3-4)は90

年代後半の主にアメリカでのPBLの実施状況とその研究を概観し、その多様さゆえに定義づ

けは困難としながらも、PBLにおけるプロジェクトとは次のような特徴を持つものとしている。

プロジェクトはカリキュラムの中心であって周縁的なものではない。

プロジェクトで学生が取り組む課題はそのカリキュラムの中心的な概念と本質に焦点を定める。

プロジェクトは学生を構成的な学びへ導く。

プロジェクトはかなりの程度、学生が自主的に進める。

プロジェクトは現実的であり、学校的ではない。（引用者訳）

21世紀以後のPBLの特徴としては、ITの活用がある。ITの利用によって学生は現実の世界

の情報へのアクセスが容易になり、資料作りや執筆の活動も効率的に行え、また、ネットワー

クの利用によってグループワークなども捗ることなどが指摘されている(Thomas 2000)。

なお、PBLと略称される学習法にはProblem-Based Learningというものもあり、日本語では「問

題解決型学習」と翻訳されることが多い。このProblem-Based Learningは医学生が実践的に技能

を高めるためにカナダのメディカルスクールで用いられたのが始まりとされる（Thomas 2000、

溝上 2016）。あらかじめ用意された問題を指導者やチューターの支援のもと解決し、それを通

して学習するというもので、医学の他に理系の科目で実施されることが多い。Project-Basedと
Problem-Basedは意識的に、または無意識的に混同されることも多く、訳語が内容に合致して

いなかったり、両者を混同していたりする先行研究もある。また、Thomas(2000)は、実質的な

要件は同じとしてProblem-Based LearningをProject-Based Learningのあり方の一つとして扱って

いる。

3. 日本の教育におけるPBL

3-1. PBLの日本への導入

デューイの進歩主義教育は同時代に日本にも導入されている。「大正新教育」と呼ばれるもの

で、導入された中にはプロジェクト・メソッドもあった（田中・橋本 2012）。しかし、それは

当時の権力による干渉と弾圧によって頓挫する（天野 1973）。

二度目にこのような経験主義に基づく教育方針が構想されたのは戦後、1960年代を中心と

する時期だったが、これも社会の趨勢に合わず、「這い回る経験主義」の批判を浴びて衰えた（日

高・後藤 2002）。

三度目に経験主義の教育が導入されたのは学習指導要領の平成10年度（1998年）版による
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「総合的学習」の導入であろう。そして、1990年代ごろからのアクティブラーニングの隆盛を

迎えることになる。

3-2. アクティブラーニングの中のPBL

溝上（2014, p.7）は、「アクティブラーニング」は日本国内の高等教育で1970 〜 80年代から取

り組まれ始め、1990年代に本格的に使用されている用語であるとし、次のように定義している。

　一方的な知識伝達型講義を聴くという（受動的）学習を乗り越える意味での、あらゆる

能動的な学習のこと。能動的な学習には、書く・話す・発表するなどの活動への関与と、

そこで生じる認知プロセスの外化を伴う。

さらにこの用語は中央教育審議会答申（2012年）「新たな未来を築くための大学教育の質的転

換に向けて」に用いられ、次のように定義されて推進されることになった。

　教員による一方的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り

入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修することによって、認知的、倫理的、

社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る。発見学習、問題解決学

習、体験学習、調査学習等が含まれるが、教室内でのグループ・ディスカッション、ディ

ベート、グループ・ワーク等によっても取り入れられる。

溝上（2014）によれば、アクティブラーニングはアメリカに始まり、その広がりの背景には、

高等教育の大衆化と学生の多様化への対応による「教えるから学ぶへ」のパラダイムの変換が

あるという。また、社会の変化として知識基盤社会の到来があり、知識を身につけることより

も、知識を検索し、活用する力が必要とされるようになったことも、後付けの理由だとしなが

らも背景の一つとしてあげている。

このようなアクティブラーニングの文脈において、PBLは能動的な学習の方法の一つとして

位置付けられ、答申の定義にある「問題解決学習」はPBLを指しているものと考えられる。た

だし、「問題解決学習」はProject-Based Learningを指すこともProblem-Based Learningを指すこと

もあり、答申の文言は両方を含んでいて区別していない可能性がある。溝上（2016）も、Proj-

ect-BasedもProblem-Basedも共にPBLであり、アクティブラーニングの一つであるとしている。

溝上（2016）によると、両者の共通する特徴は次の通りである。

①実世界の問題解決に取り組む

②問題解決能力を育てる

③解答は一つとは限らない
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④自己主導型学習を行う

⑤協働学習を行う

⑥構成的アプローチを採る

また、溝上（2016）は両者の違いについても述べているが、Project-BasedのPBLの特徴をその

記述からまとめると、①課題の設定を学生自身が行うことが多く、②最終プロダクトを重視し、

③Problem-Based Learningのようなチューターはおらず、④必ずしもカリキュラムの中心にな

るとは限らず、⑤現在の問題解決ではなく、未来に向かった課題に取り組み、⑥時間や空間の

枠を大きく超える、ということである。

3-3. 人材育成としてのPBL

アクティブラーニングの一つの技法として前述の中央教育審議会答申に定義づけられる以前

から、PBLは大学教育などにおいてすでに取り組みが進められている。

経済産業省では、2006年より「社会人基礎力」を提唱し、翌2007年、７つの大学でPBLを含

むモデル事業を実施した。「企業から与えられた課題を、学生が日頃学んだ知識を活用してチー

ムで解決するPBL（Project Based Learning：課題解決型学習）や実践型インターンシップ等の実

践型学習を通じて、社会人基礎力を育成し、評価する手法を開発」するというものである。さ

らに平成21年（2009年）、同省は「体系的な社会人基礎力育成・評価システム開発・実証事業」

を行なっており、この場合も例えば広島経済大学の報告に「プロスポーツによる地域活性化プ

ロジェクト」とあるように、選ばれた大学ではPBLによる活動が実施された様子が見られる。

この経済産業省の方針により、この頃、事業への参加に関わらず、「社会人基礎力」向上のた

めとして、教育課程にPBLを取り入れる大学が出てきている。榎本ほか（2009）は「大学等高等

教育に対するキャリア教育の見直しと確立への社会的要請に対応する形で、PBLが注目され、

導入が広がっている。そのきっかけとなったのは、経済産業省による「社会人基礎力」養成の

提言である。」と述べている。たとえばほかには、京都産業大学で、学生の「社会人基礎力」の

向上のため、PBLの科目が開講されているという報告がある（足立ほか 2015）。

一方、文部科学省が関係する動きもある。同志社大学では、PBL推進支援センターを設立し、

平成18年度（2006年） 文部科学省「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」の採択を受けて学生

による地域活性化プロジェクト等を行なっている。

また、文部科学省は、平成24年度（2012年）、「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体

制整備事業」として、「大学・短期大学が地域ごとに協同して、地元の企業、経済団体等の地域

の産業界と産学協働のための連携会議を設置して、人材育成に必要な教育改善・体制整備を行

うことで、社会的・職業的に自立し、産業界のニーズに対応した人材の育成に向けた取組の充

実を図ることを目的とし」た事業を実施した。この事業には多くの大学が参加しているが、平

成27年（2015年）の最終報告によれば、そのうち、京都産業大学グループ、三重大学グループ、
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新潟大学グループの、少なくとも３つの大学グループでPBLが行われたことがわかる。たと

えば、三重大学グループのうち、静岡大学では、「地域連携プロジエクト型セミナー」として
PBLを行った報告がある（酒井ほか 2015）。

これら、大学におけるPBLの共通点は、多くの場合、地域の企業などとの産学連携をはかり、

学生が企業の問題解決の方法を提案したり、企画や開発に関わったりと、直接間接に何らかの

形で企業活動に参加していることである。これはある種のインターンであるともいえ、実際に、

インターンを兼ねている場合も散見される。つまり、これらの経済産業省や文部科学省の事業

として実施される大学のPBLは、企業で働くための人材育成という色彩が強く、企業での経

験を教科化したものであるとも言える。

このようにPBLが用いられることに至った背景については中原（2013）の論考が参考になる。

中原は、1990年代以降に人材育成の分野でもっとも研究が進み、かつ、実務家に受け入れら

れたのが「経験学習」であると述べている。1990年代は日本企業において進行した雇用慣行の

変化によって、職場の人材育成基盤が機能不全に陥ったが、一方で、グローバルな競争環境で

成果を出せる人材をただちに育成しなくてはならない必要が生じたため、人材育成の研究が盛

んになったのだという。日本の大学では企業との連携のもと、PBLを人材育成の実践方法とし

て用いる場合が多いが、それは、このような状況に関連があると考えられる。PBLが経験を通

した学習であることから、人材育成のための教育で採用されることが多いのではないだろうか。

上記のような人材育成と密接に結びついた例と違った様相が見られるのは工学分野の教育で

見られるPBLである。榎本ほか（2009）によれば、大阪大学の基礎工学部では2000年 からPBL

を導入している。また、九州工業大学では「PBL（Project-Based Learning 課題解決型学習）を基

軸とする工学教育プログラム」をうたっている。「プロジェクト・メソッド」以前の時代から手

工業の訓練に用いられてきたことを考えれば、工学教育にPBLを用いるのは伝統的で典型的

なあり方とも言えるかもしれない。

4. 語学教育におけるPBL

4-1. CBI（Content-Based Instruction）におけるPBL

アメリカにおける英語教育でPBLが用いられるようになったのは1970年代半ばであり、学

習者中心主義、学習者オートノミー、negotiated syllabus、協働学習、タスクを通した学習など

の流れの中で導入が行われたと言われる（Hedge 1993）。
PBLは教育の分野で長く実践されてきた手法であり、必ずしも特定の語学教授法と結びつく

ものではない。ただし、近年の実践研究ではStoller(1997)がプロジェクトワークすなわちPBL

をContent-Based Instruction（内容重視の教授法、以後、CBI）の中で行われる教育実践の一つと

して位置付けている。
CBIは、1970年代以後、カナダやイギリスで教科教育と言語教育の統合から始まった言語教

育の教授法である（佐藤ほか 2015）。背景には1970年代から2000年代にかけての外国語教育に
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おけるパラダイムシフトがあり、コミュニカティブ・アプローチの普及や、ヴィゴツキーの学

習理論をはじめとした「社会文化的アプローチ」が言語教育の分野にも広がったことがあると

いう（高見ほか 2015）。
Stoller(1997)は80年代から90年代の研究を概観し、CBIで行われるプロジェクトワークの要

素を次のようにまとめている。

1.	プロジェクトワークは言語の学習事項ではなく、内容を重視する。実社会の問題や学生

が興味を持てることがプロジェクトの中心である。
2.	プロジェクトワークは学習者中心で、学習過程で教師の主な役割は支援やガイドである。

3.	プロジェクトワークは競争的というより協働的である。学生は小さなグループやクラス

全体で、資料、アイデア、専門知を共有しながら自分たちで学習を進める。
4.	プロジェクトワークは実際の生活を反映し、様々な情報源からの情報を処理し、オーセ

ンティックな技能の習得へと導くものである。
5.	プロジェクトワークは現実的な目的に向かって最終的に何らかの成果物に到達する。た

とえば、口頭発表、ポスター・セッション、掲示物、レポート、演劇などである。成果

物は他者と共有される。しかし、プロジェクトの価値は成果物のみにあるのではなく、

目的に向かって活動するプロセスにある。したがって、プロジェクトワークは過程志向

であり、かつ、成果物志向である。このような活動は、次のプロジェクトワークにおい

て、学生に流暢さや正確さをもたらす。
6.	プロジェクトワークは強い動機付けを与え、刺激的であり、自信をもたらし、エンパワー

となり、挑戦的である。一般的にプロジェクトワークは学生に自尊心や自律性をもたら

し、同時に学生の語学力、内容理解、認知能力を高める。(引用者訳)

このように、北米などの英語圏では、単なるコミュニケーションのための技術としての語学

教育ではなく、内容を伴った協働的な語学教育が志向され、その中でPBLはこのような志向

を実現するための具体的な教育実践として活用されている。

4-2. CEFRの理念とPBL

現在、日本の外国語教育の分野にはCEFR、すなわちヨーロッパ言語参照枠の考え方が大き

な影響を与えている。CEFRとは「言語教育に関わる人（教師・学習者・教育行政関係者など）

すべての人が言語学習・言語教育などに関して参照するためのガイドライン」である（奥村ほか 
2016）。

CEFRが採用している言語教育観は複言語主義を背景とする「行動中心主義」である。行動中

心主義は行動中心アプローチ、行動中心外国語学習などとも呼ばれる。奥村ほか（2016）は、こ

れを「学習項目の設定にも、教室活動の方法にも、評価にも、私たち人間が実際に行っている
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言語活動をありのままに反映させようとする考え方」であると説明している。言語の教育は文

型や語彙などの言語知識を「教えるべき事柄」として教師が前もって用意することを出発点に

しがちだが、行動中心主義では「まず何をするか」から出発し、学習者自身が活動（課題）の達

成に必要なものを選び取っていくという。言語学習の目的は言語知識の獲得ではなく、その言

語を使った活動をやり遂げることなのである。

この行動中心主義はPBLとの親和性が高いと言える。玉木（2009）は、プロジェクト学習（＝
PBL）はこの行動中心主義の学習形態の代表的な例であるとし、「Kilpatrick は、『行動中心主義』

を『経験中心主義』と結びつけることにより，Learning by Doingをプロジェクト学習へと発展

させた」と述べる。すなわち、プロジェクトを遂行するという行動に付随して言語学習を進め

るというものである。

4-3. 日本国内の語学教育におけるPBLの実践

北米におけるコミュニカティブ・アプローチやCBIの流れ、そして、ヨーロッパのCEFRの

影響もあり、PBLは日本国内の語学教育でも盛んに実践されている。

上記の玉木（2009）は行動中心主義の教育の例として、大学におけるドイツ語教育の実践例を

報告している。

大学の英語教育では吉冨（2012）が、英語の文献などから資料を集め、プレゼンテーションを

行うというプロジェクトを実施し、概ね、先行研究であげられているようなPBLの成果が得

られたとしている。また、山中（2015）は学習者自身の興味にしたがったプロジェクトに取り組

み、発信するというPBLを実施し、学習者がオートノミーを獲得したことを報告している。

李（2017）は初級中国語でも学習者の協働力、問題解決力の育成を重視すべきとして大学の授

業でPBLを実施し、初級でプロジェクトに取り組む難しさを述べている。また松崎（2016）は

大学の韓国語教育で、韓国語のラジオドラマを作成するプロジェクトについて報告している。

日本語教育でも、PBLは早くから行われてきた。1980年代以後、コミュニカティブ・アプロー

チによる語学教育が盛んになるが、コミュニカティブ・アプローチではタスクを中心に指導が

行われ、その活動の中に「プロジェクト ワーク」も含まれていた。例えば、コミュニカティブ・

アプローチについて書かれた岡崎・岡崎（1990, p.290）では、「プロジェクト・ワーク」が次のよ

うに定義され、紹介されている。

特定のトピックを巡って研究・調査を行いその結果を例えば報告書にまとめ上げる活動。

例えば、日本人の倫理観というトピックについてプロジェクトワークを行うとしよう。学

習者同士で項目を決めて、アンケートを日本人からとったり、関連する記事を雑誌や本、

新聞などで調べたり、外国人の目を通して日本人の行動の型を観察したりして、最終的に

自分達なりの結論を出し、それをクラス全体に報告する。
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ほかにも、PBLという用語は使っていないものの、プロジェクトを通した学習に関する実践

報告は多く、日本国内の語学教育においてPBLは決して特別ではない教育実践であると言え

る。

5. ビジネス日本語教育におけるPBL

5-1. JSP（Japanese for Specific Purpose）としてのビジネス日本語

日本語教育の中には、一般的な言語教育以外に、特別な専門・技術分野の日本語を習得する

日本語教育があり、そのような分野は Japanese for Specific Purpose、略して JSPと呼ばれる。
JSPは語学の学習目的によって３つに分けることができる。一つは学術目的、もう一つは職業

目的、そして、生活者のための日本語教育である。いわゆるビジネス日本語は、職業目的の日

本語教育であり、JSPの一つのジャンルということができる（佐野 2014）。

この JSPについて、森岡ほか（2015）はCBIの枠組みの中で、JSPを捉えている。すなわち、

この考え方では、ビジネス日本語はビジネスという特別な「内容」で学ぶ日本語教育の分野で

あるということである。ビジネス日本語では何を学ぶべきかという内容については議論が分か

れ、定義は定まっていない（粟飯原 2015）が、内容が何であれ、ビジネス日本語とはCBIで学

ぶべき一分野であると考えてよいであろう。すると、先に述べたように、Stoller(1997)の位置

付けによれば、CBIの実践においてPBLはある意味典型的な手法である。ビジネス日本語が
CBIで教えられる分野であると考えるのであれば、ビジネス日本語でPBLが用いられるのは自

然なことであると言える。
CBIとしてのビジネス日本語教育の実践については、高見（2015）がある。高見はアメリカの

大学におけるビジネス日本語コースの実践を報告しているが、この実践も授業活動はPBLで

行われている。この授業では、学習者は日本語学習や将来の仕事に関して考える機会を得、内

省と共有を繰り返す中、プロジェクトを通して変容していく姿が見られた。

5-2. 語学教育と人材育成のPBL

ビジネス日本語教育では「言語としての日本語を教えるだけでなく、職業人・社会人として

の基礎的な能力育成をも含む」とされている（森岡ほか 2015）。特に日本国内では社会人育成の

面が強く、日本語母語話者のビジネスマンはビジネスマナーばかりでなく、ビジネススキルも

含めたものをビジネス日本語教育と考える傾向があるという（粟飯原　2015）。このようなビジ

ネスマナーやビジネススキルの教育は、語学教育というよりは日本社会で働く社会人としての

人材育成に近い。そして、すでに述べたように、人材育成の場面でPBLを用いることは、現

在の日本の高等教育においては広く実施されていることである。したがって、人材育成の側面

を持つビジネス日本語教育でPBLが用いられるのは自然な流れであろう。また、ビジネス日

本語の分野がCBIの一分野であるというのであれば、その具体的な教育手法としてPBLを採用

することもまた当然であり、さらに、コミュカティブ・アプローチにおいてもPBLはもとよ
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り盛んに用いられる。これらのことから、ビジネス日本語教育がPBLに結びつくのは、人材

育成の面からも、語学教育の面からも、当然の帰結と言えるだろう。

実際に、PBLによるビジネス日本語教育の例は豊富にある。

経済産業省は2002年から2013年まで「アジア人財資金構想」と称し、「就職までの過程を念頭

に置いた日本における初めての留学生支援事業」を行なっている。この事業では「産業界と大

学が一体となり、留学生の募集・選抜から専門教育、日本語・日本ビジネス教育、就職活動支

援までの人材育成プログラムを一貫して」行なうとしており、教育機関に向けては「教育機関

のための外国人留学生ビジネス日本語ガイド」（海外技術者研修協会日本語教育センター 2011）

を作成している。

このガイドブックによれば、ビジネス日本語は、「就職活動から就職後までを視野に入れ、

高度な日本語力の習得やビジネスの背景にある文化や考え方の理解とともに、社会人として生

きていくための包括的な能力を育成するもの」とされており、必要なのは「仕事をするための

包括的能力育成を目指したビジネス日本語教育」であり、「キャリア教育」「ビジネス日本語教

育」「ビジネス教育」の３つの視点が必要だとしている。そして、この考えのもと、この事業で

は「ビジネス日本語教育」と「日本ビジネス教育」を融合させた、「プロジェクト型学習」を提案

し、各地の大学で実施した。この事業に基づくPBLの実施については、徳島大学（大石・遠藤 
2009）、金沢大学（太田ほか 2010）などの実践報告がある。

この事業ではまた、『留学生のためのビジネス日本語シリーズ －人財－』（海外技術者研修協

会 2011）というPBLによるビジネス日本語教育の教材も作成されている。その内容はPBLとさ

れているが、就職活動などについてあらかじめ決められた内容を活動しながら学ぶというもの

であり、プロジェクトの段取りも細かく設定されている。

大学におけるビジネス日本語教育のPBLの実施は、これ以外に、堀井・種村（2013）、伊月

（2013）などの報告がある。堀井は大学院における授業内でのプロジェクト学習について紹介し、

伊月の実践は短期交流留学生を受け入れ、地域の企業との産学連携でPBLを行うというもの

である。これらの実践もまた、単なる語学教育ではなく、人材育成の要素が大きいことが実践

報告からあきらかである。

6. おわりに

以上、本稿では、PBLについて、その思想的背景や拡大の歴史を簡単に辿り、内外の教育一

般、及び、語学教育の中での位置付けを概観した。そして、ビジネス日本語教育においては、

人材育成と語学教育の両方の面からPBLが選ばれていることを確かめた。
PBLは多面的で、実施される分野、目的によって形態も規模も深みも多様である。デューイ

などの教育思想が具現化したものであり、教科教育も含めた大規模なカリキュラムとなりうる

という教育行為全体の枠組みとしてのあり方がある一方、語学教育でのように様々な教授法の

もとで横断的に活用される実践の手法の一つであるという面もある。

—  127  —



ビジネス日本語教育における Project-Based Learningの概観（作田奈苗・寅丸真澄）

2000年代以後の日本国内の高等教育においては、PBLは、特に人材育成、職業教育で好ん

で採用される教育手法となっている。このようなPBLは職業経験のためのインターンが教科

化した形のような様相も呈する。これは、PBLが思想的な背景に持っている「Learning by Do-

ing」の考えが産業界に受け入れられやすいことにも起因するようである。

一方で、語学教育においては、PBLは1980年代からすでに様々な教授法の中で１つの教育

実践の手法として実施されてきている。中でもCBIの考え方に基づく授業では、典型的にPBL

が取り入れられてきた。さらに、近年日本国内の外国語教育にも強い影響を及ぼすCEFRの思

想に基づく教育実践としてもPBLは適している。このような状況の中、ビジネス日本語教育

には、PBLが用いられやすい土壌があったと言えるだろう。もとより、日本国内のビジネス日

本語教育では人材育成の側面がある。これらの条件が重なって、2000年代以後、日本国内の

ビジネス日本語教育には人材育成的な色彩の濃いPBLが実施されるようになってきたのであ

る。

本稿では、人材育成としてのPBLと、語学教育としてのPBLがビジネス日本語教育の中に

合流していく流れを追った。しかし、ビジネス日本語教育で現在実施されているPBLが具体

的にどのような特徴を持つかについては紙幅の関係で詳しく分析することができなかった。こ

の部分については今後の課題としたい。
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